



















































































みることから始める。高度経済成長期末期の 1972 年には，自営業主 624 万人，家族
従業者 352 万人，合わせて 976 万人であった。その後もやや増加傾向を示し，1980
年まで増加を続けて，1,052 万となっている。しかし，この年をピークに減少に転
じ，2006 年には，自営業主 512 万人，家族従業者 160 万人，合計 672 万にとなる。

























京都市が作成した「京都市地域統計要覧」の 1998 年版と 2008 年版を用いて，京都
市及び中京区の商工業及び自営業層の状態を概観することにする。
京都市における卸・小売業事業所数（商業統計調査）は，1994 年 29,903 から 2002
年には 24,699 と，この間 5,204 の減少（17.4％減）となっている。工業事業所数（工
業統計調査）は，1995年の 10,872から 2006年には 7,020と，この間3,852減（35.4％
減）となっている。その内，繊維工業は，4,764 から 2401 へと 2,363 減（49.6％減）
と約半数に減少している。また，自営業主（国勢調査）は，1995 年の 105,689 人から
2005 年には 87,208 人へと，18,481 人減（17.4％減），家族従業者は，1995 年の 48,287
人から 2005 年の 33,079 人へと，15,208 人減（31.5％減）となっている。
中京区における卸・小売業事業所数は，1994 年の 4,980 から 2002 年には 4,020 へ
と，960減（19.3％減），工業事業所数は，1995年の 1,568から 2006年には899へと，
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669 減（42.7％減），その内，繊維工業では，844 から 444 へと，400 減（47.4％減）
となっている。また，自営業主は，1995 年の 8,947 人から 2005 年には 7,179 人へと












































































































製造販売 情報収集 企画・製品開発 新技術導入 特徴ある店 仕入れ価格の
引き下げ
下請加工 異業種交流 新技術導入 同業者共同 その他 交流会参加









サービス 新技術導入 特徴ある店 交流会参加 良い人材の確保 仕入れ価格の
引き下げ




１位 ２位 ３位 ４位 ５位
総数 不況 自分の健康 価格破壊 資金繰り 消費税
製造販売 不況 自分の健康 価格破壊 大型店の出退店 資金繰り
下請加工 不況 自分の健康 価格破壊 海外進出 資金繰り
建設関連 不況 消費税 自分の健康 価格破壊 資金繰り
卸・小売 大型店の出退店 商店街の衰退 不況 価格破壊 自分の健康
料理飲食 不況 自分の健康 資金繰り 消費税 価格破壊
サービス 不況 自分の健康 価格破壊 商店街の衰退 後継者がいない













している。反対に，2000 年代にはいると，50 歳代が中心となり，50 歳代から 70 歳
以上を合計すると，1988 年の 31.0％から，2006 年には 80.1％まで増加している。ま
た，60 歳代と 70 歳以上の合計でみると，1988 年の 8.6％から 2006 年の 41.7％まで増
加している。
全国と京都市，中京区の中小業者の年齢構成を比較すると（図３-２），全国平均に
比べ，京都市や中京区の方が，高齢化が進んでいることが分かる。60 歳代と 70 歳以
上を合計すると，全国の 41.7％に対し，京都市平均では 56.7％，中京区では 57.6％








年の 31.1％から 2006 年には 35.4％と 4.3 ポイント増加している。また，200 ～ 300 万
円未満の割合は，1994 年の 19.7％から 2006 年には 21.3％へと 1.6 ポイントの増加で
ある。したがった，300 万円未満を合計すると，1994 年の 50.8％から 2006 年の
56.7％へと，5.9 ポイントの増加ということになる。それに対し，300 ～ 500 万円未
満，500 ～ 1000 万円未満が減少している。それぞれ，1994 年の 24.7％，18.8％から
2006 年の 20.5％，15.6％と減少している。そして，1000 万円以上が，1994 年の 5.7％
から 2006 年の 7.1％とわずかではあるが増加を示している。300 万円という額は，標
準３人世帯の保護基準の 1.4 倍した額に相当する。（生活保護受給世帯の場合には，
税金・保険料が免除され，医療費は医療扶助として別途支給されるなどを考慮する
と，1.4 倍しなければ一般世帯との比較ができないからである。）この 300 万円未満を
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区では 300 万円未満の低所得層が多いことが分かる。全国平均が 56.7％に対し，京都
市では 72.6％，中京区では 67.2％と 10 ポイント以上の差がある。特に 200 万円未満































































































１位 ２位 ３位 ４位 ５位
総数 商店街活性化 介護の支援 医療の整備 ゴミ減量リサ
イクル
地場産業育成
製造販売 医療の整備 介護の支援 地場産業育成 商店街活性化 ゴミ減量リサ
イクル




建設関連 介護の支援 医療の整備 ゴミ減量リサ
イクル
子育て支援 商店街活性化
卸・小売 商店街活性化 介護の支援 空き店舗対策 医療の整備 ゴミ減量リサ
イクル
料理飲食 商店街活性化 空き店舗対策 医療の整備 介護の支援 地場産業育成
サービス 商店街活性化 医療の整備 介護の支援 ゴミ減量リサ
イクル
空き店舗対策
その他 介護の支援 医療の整備 商店街活性化 ゴミ減量リサ
イクル
道路舗装バリ
アフリー
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い物ができる商店街が，半径 500 メートル以内に存在するか，といった問題は大きい
だろう。商店街の存続は，地域福祉の問題でもある。
2006 年「まちづくり三法」（都市計画法，中心市街地活性化法，大規模小売店舗立
地法）が改正され，「コンパクトなまちづくり」が施策の中に位置づけられ，郊外へ
の都市の拡散を規制し，都市機能を中心市街地に誘導することにより，少子高齢時代
に持続可能な「コンパクトで賑わいのあふれたまちづくり」を目指そうとしている。
商業，福祉，医療，学校，行政など総合的なまちづくりを意味している。しかも，そ
の担い手として地方公共団体，地域住民，関連事業者が相互に連携して，主体的に取
り組むものとしている。これがどのように，今後，商店街を含めたまつづくり，地域
振興に生かされてくるのか，注目していかなければならない。従来のように，デベ
ロッパーや大型店による単に「箱もの」づくりで終わるのか，それともそこに集う
人々の人間らしい生活を保障し「安心して住み続けられるまちづくり」のためのコ
ミュニティとなるのか。また，大学と地域との連携を図りながら，まちづくりを進め
ることも期待されている。
（かねざわ　せいいち　兼担研究員）
